
  総 務   

47 

 

 

  

総 

務 

 



  総 務   

48 

 

Ⅰ 組織と事務分掌 

 

 

 

 

  

事務分掌 

⑴ 総務部の行政に関し調整を行うこと。 

⑵ 議会に関する事務の総合調整を行うこと。 

⑶ 栄典、表彰及び儀式典礼に関すること。 

⑷ 行政区域に関すること。 

⑸ 行財政改革の総括を行うこと。 

⑹ 公印を制定し、及びその管守を統括すること。 

⑺ 公文書類の接受、発送及び保存を行うこと。 

⑻ 条例案その他の文書の審査を行うこと。 

⑼ 条例、規則その他の文書の公布及び公告を行うこと。 

⑽ 訴訟その他の争訟事務に関すること。 

⑾ 庁舎の管理に関すること。 

⑿ 情報公開及び個人情報の保護に関し、総合的企画及び総括を行うこと。 

⒀ 市長の資産公開に関すること。 

⒁ 行政手続に関し、総括すること。 

⒂ 公平委員会に係る予算の執行に関すること。 

⒃ 一般財団法人諫早市施設管理公社に関すること。 

⒄ 前各号に掲げるもののほか、総務部の事務で他課の所掌に属しないもの。 

⑴ 危機管理の総合調整及び対策に関すること（他部の所掌に属するものを除く。）。 

⑵ 防災会議及び地域防災計画に関すること。 

⑶ 災害警戒本部及び災害対策本部の設置運用に関すること。 

⑷ 国民保護計画に関すること。 

⑸ 国土強靭化地域計画に関すること。 

⑹ 防災訓練に関すること。 

⑺ 防災知識の普及及び啓発に関すること。 

⑻ 消防に関すること。 

⑴ 市長及び副市長の秘書に関すること。 

⑵ 市政に関する広報及び広聴事務に関し、総合的企画及び調整を行うこと。 

⑶ 市報を発行すること。 

⑷ 市政概要その他の広報刊行物の編集発行に関すること。 

⑸ ホームページ及びソーシャル・ネットワーキング・サービスの管理に関すること。 

⑹ 報道機関等との連絡調整に関すること。 

総
務
部 

 

総
務
課 
危
機
管
理
課 

秘
書
広
報
課 

職
員
課 

⑴ 市の行政組織及び職員定数に関し総合調整を行うこと。 

⑵ 事務改善に関し、総合的企画及び総括を行うこと。 

⑶ 特別職の報酬等に関すること。 

⑷ 職員の職階、任免、給与、分限、懲戒、服務その他人事に関すること。 

⑸ 職員の災害補償に関すること。 

⑹ 職員の教養、訓練その他能率増進に関すること。 

⑺ 職員の保健その他福利厚生に関すること。 
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⑴ 情報化の推進に関すること。 

⑵ 事務の電算処理及び電算化に関すること。 

⑶ ＯＡ機器の利用の促進及びＯＡ化の実施に関すること。 

情
報
シ
ス
テ
ム
課 

⑴ デジタルトランスフォーメーションに関すること。 

⑵ 行政デジタル化に関し総合的な企画及び調整を行うこと。 

⑶ 前各号に掲げるもののほか、行政デジタル化の推進に関すること。 

デ
ジ
タ
ル
推
進
室 

⑴ 新型コロナウイルス感染症対策の総括に関する事務をつかさどること。 

感
染
症
対
策
総
括
室 
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Ⅱ 概況 

平成１７年３月１日、諫早市・多良見町・森山町・飯盛

町・高来町・小長井町が合併し、新たな「諫早市」が誕

生しました。新市に有する特色ある地域資源を生かし

ながら、将来に夢のあるまちづくりの実現のため数々

の施策に取り組んでいます。 

総務部は、５課１室で構成され、総務、危機管理、秘

書広報、職員管理、情報システム業務などに関する事

項を分掌し、市政の円滑な推進に努めています。 

 

主要施策 

⑴ 円滑な行政運営の推進 

栄典事務、法令事務、文書管理事務、情報公開・個人

情報保護事務、庁舎管理事務等を所掌し、円滑な行政

運営を推進します。 

 

⑵ 危機管理体制の整備 

近年、全国各地で頻発し激甚化する傾向にある自然

災害等への対応を強化し、危機管理体制に万全を期す

ため、種々の事業の実施に取り組みます。 

 

⑶ 広報広聴活動の推進 

行政と市民を結ぶ「広報いさはや」をはじめ、各種メ

ディアを利用して市民生活に密着した情報を提供しま

す。また、各報道機関との連携を図り、市政情報の伝

達に努めます。 

さらに、市民提案箱などにより、市政に対する市民

からの意見を聞き、より開かれた市政を推進していき

ます。 

 

⑷ 市行政組織の統括 

市事務施行体制の強化、円滑化を図るために職員

の各種研修を進めるとともに事務改善を推進します。 

 

⑸ 情報システムの運用、デジタル化の推進 

市行政事務の効率化を推進するために、コンピュー

タ機器の更新、ネットワークなどの整備を行いながら、

情報システムを運用しています。 

また、急速に進展する情報通信技術の動向を踏まえ、

地域情報化に取り組んでいます。 

さらに、市民の利便性向上と行政の効率化を図るた

め、デジタル技術やデータを活用して、行政サービス

を変革させるデジタル・トランスフォーメーション（DX）

を推進しています。 

 

 

１ 諫早市公平委員会 

⑴ 目的と職務 

 地方公務員法の完全な実施を確保し、その目的を達成するため同法第８条第２項に掲げる「職員の給与、勤務

時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を執ること。」、「職員に対する不

利益な処分についての審査請求に対する裁決をすること。」、「職員の苦情を処理すること。」、「その他法律に基

づきその権限に属せしめられた事務」を処理する。 

⑵ 委 員 の 数 ３人 

⑶ 構 成 
人格が高潔で、地方自治の本旨及び民主的で能率的な事務の処理に理解があり、かつ、人事行政に関し識見を

有する者のうちから、議会の同意を得て、市長が選任した者 

⑷ 委員の任期 ４年 

⑸ 委 員 名 委員長 廣田 陽一郎   委員長職務代理者 上川 秀男   委員 圓能寺 貞子 

２ 情報公開制度・個人情報保護制度 

情報公開制度は、開かれた市政の推進を図り、市民の市政に対する理解と信頼を深めることを目的として、個人情報保

護制度は、市が保有する個人情報の適正な取扱いを確保し、個人の権利利益を保護することを目的として実施しています。 

また、市政情報コーナーでは、情報公開制度及び個人情報保護制度の総合窓口として請求手続の案内、相談等を行って

いるほか、本市が発行した刊行物を備えて情報の積極的な提供に努めています。 
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⑴ 情報公開請求状況 

区  分 R２年度 R３年度 Ｒ４年度 

公開請求件数 １４７件 １６５件 1３５件 

全 部 公 開 １２９件 １３７件 １２６件 

部 分 公 開 ９件 ２０件 ５件 

非 公 開 
（不存在、存否応答拒否等を含む） 

８件 ７件 ３件 

取 下 げ １件 １件 １件 

 

⑵ 個人情報開示請求の状況 

区  分 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

開示請求件数 ８件 ３件 ６件 

全 部 開 示 ３件 ０件 ２件 

部 分 開 示 ４件 ３件 ３件 

不 開 示 
（不存在、存否応答拒否等を含む。） 

１件 ０件 １件 

取 下 げ ０件 ０件 ０件 

 

⑶ 情報公開制度・個人情報保護制度に係る審査請求の状況 

区  分 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

審査請求件数 ０件 ０件 ０件 

認 容 ０件 ０件 ０件 

一 部 認 容 ０件 ０件 ０件 

棄 却 ０件 ０件 ０件 

却 下 ０件 ０件 ０件 

審 理 中 ０件 ０件 ０件 

⑷ 市政情報コーナーの利用人数（延べ人数） 

区   分 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

利用人数 １５４人 １２０人 ８８人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 常備消防 

⑴ 県央地域広域市町村圏組合の消防本部 

① 組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多良見分署 

飯盛分署 

高来分署 

西諫早分署 

消防総務課 

予防指導課 

警防救急課 

通信指令課 

消
防
本
部 

組合議会 

管理者 

監査委員 

宮小路分署 

久原分署 

消防長 

諫早消防署 

大村消防署 

小浜消防署 

愛野分署 

雲仙分駐所 
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② 消防職員数と車両等配備数 

令和５年４月１日現在 

 

配
置
人
員 

無線局 消防車両（台） 

固
定
局
及 

び
基
地
局 

移
動
局 

ポ
ン
プ
車 

タ
ン
ク
車 

は
し
ご
車 

化
学
車 

救
助 

工
作
車 

高
規
格 

救
急
車 

広
報
車 

指
揮
車 

資
器
材 

搬
送
車 

人 
 

員 

輸
送
車 

消 防 本 部 

諫早消防署 

西諫早分署 

多良見分署 

飯 盛 分 署 

高 来 分 署 

有喜機関員派出所 

諫早市外の署・分署 6 カ所 

４０ 

4２ 

12 

12 

12 

12 

（1） 

109 

5 

 

 

 

 

 

 

1 

13 

41 

10 

11 

10 

11 

5 

107 

 

2 

 

1 

1 

1 

 

6 

 

1 

1 

 

 

 

 

2 

 

1 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

2 

 

 

 

 

 

2 

1 

2 

1 

1 

1 

1 

 

7 

 

2 

 

 

 

1 

 

5 

1 

1 

 

 

 

 

 

2 

1 

 

 

 

 

 

 

1 

1 

計 2３９ 6 208 11 4 4 1 4 14 8 4 2 1 

※有喜機関員派出所の配置人員は、再任用者を交代で 1名派遣している。 

 

③ 消防庁舎 

令和５年４月１日現在 

 所在地 建築面積（延べ） 建築構造 完成 

消 防 本 部 

諫 早 消 防 署 

西 諫 早 分 署 

多 良 見 分 署 

飯 盛 分 署 

高 来 分 署 

有喜機関員派出所 

鷲崎町２２１番地１ 

鷲崎町２２１番地１ 

馬渡町１０－１ 

多良見町化屋１８００ 

飯盛町開１２９３－５７ 

高来町溝口４４ 

松里町５６－１ 

5,710.89㎡ 

5,710.89㎡ 

398.56㎡ 

134.34㎡ 

496.93㎡ 

160.00㎡ 

157.28㎡ 

鉄筋コンクリート造５階建 

鉄筋コンクリート造５階建 

鉄筋コンクリート造２階建 

鉄筋コンクリート造平屋建 

鉄筋コンクリート造平屋建 

鉄筋コンクリート造平屋建 

第１７分団研修所に併設 

平成２７年２月２６日 

平成２７年２月２６日 

平成６年５月１７日 

昭和４８年３月６日 

平成１４年１月２１日 

昭和４７年３月３１日 

平成２５年３月１３日 

 

⑵ 火災・救急の現況  

① 市内の火災発生の推移 

     令和４年１２月３１日現在 

 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年 

1.出火件数 

建物火災 

林野火災 

車両火災 

船舶火災 

その他火災 

2.建物焼損面積 

3林野焼損面積 

4.焼損棟数 

5.罹災世帯数 

6.罹災人員 

7.死者 

8.傷者 

9.火災損害額 

３４件 

１８件 

２件 

２件 

０件 

１２件 

1,408㎡ 

3a 

２５棟 

１１世帯 

２９人 

０人 

３人 

120,196千円 

４０件 

２２件 

１件 

３件 

０件 

１４件 

2,963㎡ 

15ａ 

２７棟 

１７世帯 

４２人 

２人 

６人 

214,034千円 

５７件 

２７件 

２件 

２件 

０件 

２６件 

2,528㎡ 

３３a 

４５棟 

２９世帯 

８１人 

４人 

１０人 

140,233千円 

 

② 市内の火災原因 

A 火災の出火原因 

令和４年１２月３１日現在 

全火災 Ｒ３年 

１位 

２位 

２位 

３位 

たき火 

電気機器 

配線機具 

たばこ、コンロ、火入れ 

２１件 

３件 

３件 

２件 

 その他の原因 ２８件 

計 ５７件 

 

令和４年１２月３１日現在 

 

建物 Ｒ３年 

１位 

１位 

３位 

たき火 

配線器具 

たばこ、コンロ、電気、電気機器 

３件 

３件 

２件 

 その他の原因 １９件 

計 ２７件 
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③ 火災出動の推移 

令和４年１２月３１日現在 

区分 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年 

消
防
署 

火災出動回数 

〃   人員 

３４件 

３８７人 

４７件 

６４５人 

５７件 

７５８人 

消
防
団 

火災出動回数 

〃   人員 

４１回 

1,73７人 

４１回 

1,73７人 

５１回 

2,05４人 

 

 

 

 

 

④ 救急出動の推移 

令和４年１２月３１日現在 

区分 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年 

火災事故 

自然災害 

水難事故 

交通事故 

労働災害 

運動競技 

一般負傷 

加害 

自損行為 

急病 

その他 

３件 

３件 

３件 

３５２件 

４７件 

４６件 

８００件 

８件 

４６件 

3,01７件 

９３８件 

５件 

０件 

７件 

３２９件 

４５件 

５５件 

７８３件 

７件 

４１件 

3,37２件 

９４４件 

８件 

０件 

１件 

３６４件 

４２件 

６６件 

９８７件 

１４件 

４８件 

3,８８４件 

９８５件 

計 
5,26８件

（4,961人） 

5,58８件 

（5,264人） 

6,３９９件 

（5,９２８人） 

 

４ 非常備消防 

⑴ 消防団 

① 組織 

 

 

 

 

② 分団の設備等 

令和５年４月１日現在 

区分 分団数 実 数 研修所 
消 防 

ポンプ車 

可搬式小型 

ポンプ積載車 

可搬式小型 

動力ポンプ 
救命ボート 

本 部 

諫 早 地 域 

多良見地域 

森 山 地 域 

飯 盛 地 域 

高 来 地 域 

小長井地域 

 

９分団（２７部） 

２分団（１５部） 

２分団（７部） 

２分団（９部） 

４分団（１１部） 

１分団（７部） 

２３人 

４５６人 

２１９人 

１８０人 

２３９人 

１６０人 

１２３人 

 

２９カ所 

１５カ所 

７カ所 

９カ所 

１２カ所 

７カ所 

 

１７台 

３台 

０台 

１台 

３台 

０台 

 

１４台 

１３台 

７台 

８台 

９台 

７台 

 

３１台 

１８台 

７台 

１０台 

１２台 

７台 

 

３台 

０台 

１台 

２台 

１台 

０台 

計 ２０分団（７６部） 1,4００人 ７９カ所 ２４台 ５８台 ８５台 ７台 

※条例定数は１,７００人 

 

⑵ 自主防災組織等の結成状況 

各年度４月１日現在 

 R３年度 R４年度 R5年度 

女性防火クラブ 

幼年消防クラブ 

少年消防クラブ 

５９クラブ 

５９クラブ 

１５クラブ 

7,５８８人 

5,０９０人 

４０６人 

５９クラブ 

５９クラブ 

１５クラブ 

7,５８８人 

5,０９０人 

４８３人 

５９クラブ 

５８クラブ 

１４クラブ 

7,58８人 

5,０１４人 

３２０人 

団   長 
分 団 長 

副分団長 
副 団 長 本部分団長 

部   長 

副 部 長 

班   長 

団   員 
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５ 消防施設整備 

⑴ 消防水利整備事業 

① 消火栓の整備状況 

令和５年４月１日現在 

総数 2,９８０基 

地
域
別
の
内
訳 

諫 早 

多良見 

森 山 

飯 盛 

高 来 

小長井 

1,7６５基 

２４５基 

２１４基 

１６３基 

４１８基 

１７５基 

② 防火水槽の整備状況 

令和５年４月１日現在 

総数 1,0１０基 

地
域
別
の
内
訳 

諫 早 

多良見 

森 山 

飯 盛 

高 来 

小長井 

３９１基 

１６２基 

１０２基 

９４基 

１２９基 

１３２基 

 

 

６ 市政広報広聴事業 

⑴ 広報事業 

① 広報諫早発行 

市の政策情報やまちの話題などを総合広報誌とし

て発行しています。Ａ４判（表・裏表紙はフルカラー、

他は２色刷）毎月２０日発行 

② ホームページ 

市民生活にかかわりが深い行政情報などを、ホー

ムページを通してタイムリーに提供しています。また、

諫早市を市外へＰＲするための有効な手段としてさま

ざまな情報発信を行っています。 

※ホームページアドレス  

https://www.city.isahaya.nagasaki.jp/ 

③ SNS 

フェイスブック、LINE、ユーチューブ、インスタグラ

ムを活用し、市政情報やイベント情報をタイムリーに発

信しています。 

④ NBCデータ放送システム 

テレビのデータ放送の情報発信機能を使い即時性

の高い情報を発信しています。 

⑤ 新聞広報 

長崎新聞ながさき生活応援誌「とっとてｍｏｔｔｏ！」

に掲載 月１回（第４金曜日） 

⑥ 音声・点字の市報発行 

ボランティア団体「諫早コスモス音声訳の会」・「点

訳友の会ムッツゴロ」が「広報諫早」を録音したＣＤや

点字紙を目の不自由な人に届けています。 

⑦ 市政概要作成 

市が保有する市政情報を、統計的なデータとして記

録しています。 

⑧ パブリシティ活動（諫早市政記者クラブ） 

市政情報をいち早く発信するため、諫早市政記者

クラブに市の情報を提供しています。 

朝日新聞、ＮＨＫ、長崎新聞、西日本新聞、毎日新聞、

読売新聞、ＮＢＣ、ＫＴＮ、ＮＣＣ、ＮＩＢ、諫早ケーブルメ

ディア、共同通信の１２社が加盟。 

 

⑵ 広聴事業 

本庁・各支所及び出張所に市民提案箱を設置し、質

問・要望などに対しては面談や文書で回答しています。 

また、ホームページ上に広聴用の問い合わせフォーム

を開設し、市民や外部からの提案や質問に回答していま

す。 

 

 

７ 情報システム 

⑴ 情報システムの管理・運用 

コンピュータ機器と電子データの高度利用により、事

務の効率化を図ります。また、ネットワークなどの情報基

盤の整備を進めています。 

① 基幹業務システム 

住民記録、税情報などの基幹業務システムを汎用

機（ホストコンピュータ）からオープンパッケージシス

テムに再構築し、令和５年１月から運用しています。ま

た、マイナンバー情報連携にも対応し、各地方公共団

体からの情報照会・提供ができるようになっています。 

情報セキュリティ対策や情報システムの更新・運用

にかかる国の方針など、常に最新の情報を収集し、よ

り良い住民サービスを目指してシステム運用を行って

います。 
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② 内部管理系システム 

行政内部の事務を効率化するためのシステムを運

用しています。 

文書管理システムや財務会計システム、さらに電子

メール、スケジュール管理、情報共有等が行えるソフ

トウェア（グループウェア）を導入し、事務効率の向上

とペーパーレスの推進を行っています。 

③ その他システム等 

庁内ネットワークシステム、公衆無線ＬＡＮ、統合型

地理情報システムなど、①②以外のシステムや機器の

運用管理等を行っています。 

 

⑵ 情報セキュリティ対策 

コンピュータ機器の監視、ネットワーク環境の分離、二

要素認証の導入などのデータ保護対策を行っています。 

また、諫早市情報セキュリティ対策規程に基づき、職

員へのセキュリティ研修の実施、各種システムやインター

ネット・Ｅメールなどの適正な利用を行っています。 

 

⑶ 地域情報化 

公共施設を結ぶ高速通信回線網を管理しています。

一部を民間事業者へ開放し、地域間格差の是正を行って

います。 

また、条件不利地域を整備する民間事業者を支援し、

市全域の高速通信回線の整備に取り組んでいます。 

 

８ デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ） 

⑴ 諫早市ＤＸ推進計画 

昨今の社会情勢や、国からの自治体へのＤＸ化の推進

要請等を踏まえ、本市におけるＤＸを着実に推進するた

め、令和５年３月に「諫早市ＤＸ推進計画」を策定しまし

た。 

 

「諫早市ＤＸ推進計画」における４つの基本方針 

①市民目線による利便性の高い市民サービスを提供する 

②地域社会の豊かで安全な暮らしを実現する 

③業務の効率化を推進する 

④徹底した情報セキュリティ対策を講じる 

⑵ デジタル推進事業 

① 行政手続等のオンライン化 

マイナンバーカードを活用し、国が運営する「マイナ

ポータル」から、子育て・介護に関する手続きや、転

出・転入予約手続きが行えるほか、長崎県及び県内他

市町共同で導入した「汎用的電子申請システム」によ

り、職員採用試験や水道使用申込などの各種手続き

のオンライン化を進めています。 

②  諫早市デジタルマップ（地図情報サービス）公開 

市が保有する道路台帳図や開発箇所図などの行政

情報や公共施設の情報などを地図上で閲覧するサー

ビス「諫早市デジタルマップ」を令和５年４月からイン

ターネットで公開しています。 

③ RPA※の活用 

パソコン上での単純な定型作業を自動化するソフト

ウェア「RＰA」を活用し、業務の効率化を進めていま

す。 

※RPA・・・Robotic Proｃess Automation(ロボテ

ィック・プロセス・オートメーション）の略 

④ スマートフォン教室の開催 

デジタルデバイド（情報格差）対策として、総務省の

「デジタル活用支援推進事業（地域連携型）」を活用し、

民間事業者と連携して、令和３年度から公民館等でス

マートフォン教室を開催しています。 

○年度別開催状況 

年度 会場数 開催回数 受講者数 

R3 １５会場 ３０回 ２２３人 

R4 ９会場 ２４回 ２２１人 

合計 － ５４回 ４４４人 

※令和４年度は公民館講座として実施 
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９ 人事管理 

⑴ 職員数・給与 

① 職員数の推移                                                  各年度４月１日現在（単位：人） 

 R３年度 R４年度 R５年度 R５年度４月定数※ 

議 会 事 務 局 ９ ９ ９ ９ 

市 長 事 務 部 局 ６８１ ６９5 ７０２ ７６４ 

上 下 水 道 局 ７８ ７９ ７７ ９０ 

選挙管理委員会 ５ ５ ５ ５ 

監査委員事務局 ４ ４ ４ ５ 

教 育 委 員 会 ７８ ７９ ７７ １３８ 

農 業 委 員 会 ８ ８ ８ ９ 

計 ８６３ ８７9 ８８２ 1,020 

※諫早市職員定数条例により定めた職員数 

 

② 職員の給料 

A 平均給料額                                                        令和５年４月１日現在 

 人員（人） 平均給料（円） 平均年齢 

一 般 行 政 職 

税 務 職 

薬剤師・医療技術職 

看 護 ・ 保 健 職 

福 祉 職 

企 業 職 

技 能 労 務 職 

教 育 職 

６７２ 

５３ 

４ 

２７ 

２４ 

７７ 

７ 

１８ 

324,733 

274,938 

283,275 

274,456 

267,700 

290,866 

319, 11４ 

380,661 

４３歳６月 

３６歳２月 

３７歳１月 

３５歳１１月 

３４歳４月 

３８歳４月 

５４歳０月 

４４歳９月 

計 ８８２ 316,602 ４２歳２月 

B ラスパイレス指数※ 

令和４年度 ９８．１ 

※国家公務員の給与を１００とした場合の給与水準指数 

③ 特別職の職員の給料・報酬 

A 給料（月額）                                                  令和５年４月１日現在（単位：円） 

市長 副市長 教育長 上下水道事業管理者 

960,000 780,000 675,000 675,000 

B 報酬（職員関係を除く） 

令和５年４月１日 

職名 報酬の額（円）  職名 報酬の額（円） 

教 育 委 員 会 委 員 

選挙管理委員会委員長 

選 挙 管 理 委 員 会 委 員 

臨 時 選 挙 管 理 委 員 

公 平 委 員 会 委 員 長 

公 平 委 員 会 委 員 

代 表 監 査 委 員 

監査委員（識見を有する者） 

監 査 委 員  （ 議 員 ） 

農 業 委 員 会 会 長 

農 業 委 員 会 会 長 代 理 

農 業 委 員 会 委 員 

固定資産評価審査委員会委員 

専 門 委 員 

附属機関の構成員（臨時委員を除く）  

（月） 

（〃） 

（〃） 

（日） 

（〃） 

（〃） 

（月） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（日） 

（月） 

（日） 

51,000 

44,000 

27,000 

6,000 

8,600 

8,600 

210,000 

140,000 

60,000 

58,000 

32,000 

30,000 

8,600 

200,000 

6,000 

 

選挙長 

投票管理者 

開票管理者 

投票立会人 

開票・選挙立会人 

情報公開・個人情報保護審査会委員 

障害程度区分認定審査会委員 

介護認定審査会委員 

消防団団長 

消防団副団長 

消防団分団長 

消防団副分団長 

消防団部長 

消防団班長 

消防団団員 

（日） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（年） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

10,800 

12,800 

10,800 

10,900 

8,900 

8,600 

17,500 

17,500 

82,500 

69,000 

50,500 

45,500 

37,000 

37,000 

36,500 
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⑵ 職員研修 

職員の公務能率の向上と地方分権に対応するため

の能力開発を目指して、階層別研修、専門研修、外部

への派遣研修及び自己啓発のための自主研修、職場

内研修等を下記研修体系に基づき計画・実施している。 

 

 

研修体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職場研修 

職場外研修 集合研修 

管理職員研修 

初級職員研修 

中堅職員研修 

監督職員研修 

階層別研修 

専門研修 政策提案研究グループ研修、事務改善研究グループ研修、交通

安全研修、メンタルヘルス研修、ハラスメント研修、不当要求行

為等対策研修 

一般研修 派遣研修 自治大学校、市町村アカデミー、全国建設研修センター、国土交

通省九州地方整備局管内研修、長崎県建設技術研究センター、

市町職員研修センター、中都市経営研究会 

国県等実務研修 

自主研修 自己啓発への支援（通信教育を含む。） 
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